
（技術資料様式）

令和　　年　　月　　日


　伊　豆　市　長　　様


　　　　　　住　　　所
　　　　　　名　　　称
　　　　　　代表者氏名

　

令和8年度　県単独急傾斜地崩壊対策事業　原急傾斜地崩壊対策工事の技術資料を提出します。
なお、地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者でないこと並びに添付資料の内容については、事実と相違ないことを誓約します。








　　　　連絡先　氏　名：　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　電　話：　　　　　　　　　　　　


企業の施工能力、社会性・信頼性等
会社名：　　　　　　　　　　

	同種・類似工事の
施工実績の有無
	同種工事の施工実績有　　・　類似工事の施工実績有　　・　無

	工


事


名


称


等
	工　事　名　称
	　　年度

	
	発 注 機 関 名
	

	
	施　工　場　所
	

	
	契　約　金　額
	

	
	工　　　　　期
	　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	
	受 注 形 態 等
	単体で受注した場合は単体と記載し、共同企業体で受注した場合は共同企業体名とその構成員名を記載すること。

	
	工　事　概　要
	

	
	CORINSへの登録
	有（登録番号　　　　　　　　　　　　　）　・　無

	ISO認証取得状況
	取得している認証　有（ ISO9001・ISO14001・エコアクション21 ）・　　無

	ISOの活用状況
	平成23年度以降にISO9001を活用した監督業務による工事の実施が
有　　・　　無

	災害協定による活動
	伊豆市における活動が　　　　　　　　有　・　協定のみ　・　協定無
経営事項審査で認定する建設機械の保有が　　　　 3台以上　・　3台未満

	有事の際の備え
	災害時事業継続計画（静岡県交通基盤部）の適合　　　有　　・　　無
事業継続力認定制度（中部地方整備局）の認定　　　　有　　・　　無

	地域貢献活動の実績
	伊豆市における地域貢献活動が　　　　有（単独） ・ 有（協会等） ・ 無

	障害者雇用
	障害者雇用企業登録者名簿の登録　　　有　　・　　無

	次世代育成
	静岡県次世代育成支援企業認証制度による認定　　　　有　　・　　無

	消防団事業所
	伊豆市消防団協力事業所表示制度の認定　　　　　　　有　　・　　無


注１）CORINSへの登録について、いずれかに○を付す。有に○を付した場合は登録番号を記載すること。無に○を付した場合は、当該工事の内容を証明できる資料（契約図書の写し、図面の写し等）を添付すること。
注２）ISOの認証取得がある場合、それを証明する書類を添付すること。
注３）平成23年度以降にISO9001を活用した監督業務による工事の実施がある場合、ISO9001認証取得活用監督業務等承認通知書の写しを添付すること。
注４）災害協定に基づく活動実績がある場合は、活動実績を証明する資料を、経営事項審査で認定する建設機械を3台以上保有する場合は証拠となる資料をそれぞれ添付すること。
注５）災害時事業継続計画（静岡県交通基盤部）の策定がある場合は適合通知の写し、事業継続力認定制度（中部地方整備局）の認定がある場合は認定証の写しを添付すること。
注６）伊豆市での地域貢献活動の実績がある場合は、活動実績を証明する資料を添付すること。
注７）障害者雇用企業登録者名簿に登録されていることを証明する資料を添付すること。
注８）静岡県次世代育成支援企業認定を受けていることを証明する資料を添付すること。
注９）伊豆市消防団協力事業所表示制度の認定を受けていることを証明する資料を添付すること。

配置予定技術者の資格・工事経験等
会社名：　　　　　　　　　　

	配置予定者の氏名
	主任（監理）技術者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	最終学歴
	学校名　　　　　　　　　　学科名　　　　　　　　　　年卒業

	法令による資格・免許
	１級土木施工管理技士又はこれと同等の資格
　　　　年　　月取得（登録番号：　　　　　）
２級土木施工管理技士（種別「土木」）
　年　　月取得（登録番号：　　　　　）

	工

事

経

験

の

概

要
	同種・類似工事の
施工実績の有無
	同種工事の施工実績有　　・　類似工事の施工実績有　　・　無

	
	工事名称
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	

	
	工期
	　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	
	従事役職
	

	
	工事内容
	

	
	CORINSへの登録
	有（登録番号　　　　　　　　　　　　　）　・　無

	継続教育の取組状況
	継続教育の証明が　　　　　　　　　　有　　・　　無


注１）同種工事とは、平成28年４月以降に国又は地方公共団体が発注した工事で、急傾斜地崩壊対策工事で補強土壁工を含む工事を元請として施工した実績とする。
注２）類似工事とは、平成28年４月以降に国又は地方公共団体が発注した工事で、急傾斜地崩壊対策工事でコンクリート擁壁工を含む工事を元請として施工した実績とする。
注３）同等の資格とは技術士建設部門又は技術士総合管理部門（建設）の資格をいう。
注４）CORINSへの登録について、いずれかに○を付す。有に○を付した場合は登録番号を記載すること。無に○を付した場合は、契約図書の写しを添付すること。
注５）法令による資格・免許については、免許を証する書面（監理技術者資格者証にあっては裏面を含む。）の写しを添付すること。
注６）継続教育(CPD、CPDS)の取組み状況がある場合は、各団体が発行する技術者証の写し及び学習履歴を証明する証明書の写しを添付すること。
